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星 野 三喜夫
１．はじめに
　２００８年１月から地球温暖化ガス排出量削減（reduction of greenhouse gas emissions）の枠組みで
ある京都議定書の拘束期間がスタートした。拘束期間の開始を翌年に控えた２００７年は、地球温暖化
防止を巡り、主要国サミット（Ｇ８）やＡＰＥＣシドニー首脳会議、国連の気候変動ハイレベル会
合、主要排出エコノミー会議等が立て続けに開催され、５年後の２０１２年に期限が来る京都議定書の
「次」の枠組み作りに向けた主導権争いが活発化した。そして２００７年１２月には、地球温暖化防止を
話し合う国連の気候変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate Change：
ＵＮＦＣＣＣ）締約国会議（Conference of the Parties：ＣＯＰ）が世界１８７エコノミー（世界には
「国」と認められていない台湾や香港等が存在するので、本稿では、会議や会合名で「国」が使わ
れている場合等を除き、「国」というターミノロジーを避けて「エコノミー」という言葉を使用する）、
約１万１千人が参加して開催されたが、中身について種々議論があるものの、京都議定書の期限が
切れる２０１３年以降の新たな地球温暖化ガス削減の枠組み作りについて、２００９年末を交渉期限とした
ロードマップ（行程表）が採択された。削減の数値目標等は２００８年以降に議論されるが、同ロード
マップにより途上エコノミーも削減努力が求められることとなり、先進エコノミーのみを対象にし
た京都議定書から一歩踏み込んだものとなるのはほぼ確実である。京都議定書に参加していない米
国や中国等を含め、全ての主要排出エコノミーが参加して枠組み作りをすることで合意が出来たこ
とで、地球規模の温暖化対策は新たな段階に入ったと言えるであろう。このような動きを受けて、
温暖化ガス排出のエコノミー別数値目標設定には一貫して反対している米国は、国内自動車業界が
強く反対して来た自動車燃費基準の強化を含む「エネルギー自立・安全保障法案（Ｈ．Ｒ．６）」を
２００７年のクリスマス閉会を目前に議会で合意、ブッシュ大統領の署名を受けて成立させ、国内での
地球温暖化防止対策に向けて大きく動き出した。
　日本は２００７年央に首相交代の混乱でやや出遅れた印象は否めないが、同年９月に発足した福田内
閣は、地球環境問題を国の最重要課題の１つと位置付け、前内閣で安倍首相が打ち出した「美しい
星５０」を踏襲し、２００８年７月のＧ８洞爺湖サミットに向け日本のリーダーシップを発揮したいと考
えている。日本はＧＤＰ世界第２位という経済力に見合ったプレゼンスや影響力、指導力を国際社
会で発揮しているとは言い難いと良く言われるが、今後どのような分野で日本がそれを発揮すべき
かを考えると、技術力で圧倒的な強みを有する環境分野こそ、その優先度が高いであろう。環境分
野において明確な戦略を描き、グローバル・スタンダードにおいて存在感を高めることは、日本に
大きなメリットをもたらすばかりでなく、世界全体の利益にも繋がる筈である。
　地球レベルでの環境問題、就中、気候変動と地球温暖化はおそらく人類が現在直面している最大
の課題の１つと考えて良いであろう。地球温暖化は、一エコノミーや一地域のみでの対応は困難で
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あり、経済と同様グローバルな国境を越えた共同の取り組みが必要である。本稿では、エコノミー
の思惑が錯綜する地球温暖化ガスの削減に関し、直近の２００７年の動きと日本の取り組みを検証し、
地球環境を守るために日本が果たすべき役割やリーダーシップはどうあるべきかを考察する。
２．京都議定書の問題点
　不完全・不平等性
　２０１２年に期限が来る京都議定書はどのような点に問題があるのだろうか。１９９７年１２月に、気候変
動枠組条約（大気中の温暖化ガスの濃度を安定させることを目的に、１９９２年の地球環境サミットで
採択された気候変動に関する条約。１９９４年発効）の第３回締約国会議（ＣＯＰ３））で採択された京
都議定書（Kyoto Protocol。ロシアの批准により２００５年２月に発効）は、温暖化ガスの削減（同議
定書は、二酸化炭素（ＣＯ２）をはじめメタン、亜酸化窒素、ＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）、
ＰＦＣ（パーフルオロカーボン）、ＳＦ６（６フッ化硫黄）の６種類のガスを削減対象としている）
に人類が共同で踏み出した第一歩であるが、一方で大きな問題点（従って限界）があることは周知
の通りである。この点について多くの識者が様々な場で論じているが、その最大のものは、議定書
の目的である温暖化ガス削減の対象エコノミーが先進エコノミーのみであり、かつ、エコノミー間
で公平のルール・論理が貫かれていない（いわば不完全・不平等な国際契約である）という点であ
ろう。環境対策の程度、省エネ技術の水準、対ＧＤＰ温暖化ガス排出量比率、一人当り排出量等に
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図表１　世界のＣＯ２排出量のエコノミー別シェア（２００４年）
（＊）豪州は２００７年１２月に京都議定書を批准
（資料：ＩＥＡ、外務省、新聞報道等から作成）
％計％京都議定書＜非対象＞エコノミー
７０
２２米国
１８中国
４インド
２韓国
１豪州（＊）
２３その他（途上エコノミー）
％京都議定書＜対象＞エコノミー
３０
６ロシア
５日本
３ドイツ
２カナダ
２英国
２イタリア
１フランス
９その他（先進エコノミー）
差がある先進エコノミーをほぼ一律に扱って削減目標数値を決定し、他方、排出量が多く、省エネ
技術も未熟な途上エコノミーには相対的に自由な経済運営とガス排出の継続・拡大を許容している。
更に、締約エコノミーが１５０を越えているにも拘わらず、削減の義務を負うエコノミーが一部（世界
の温暖化ガス排出量の３割）に留まり、排出量で世界１位、２位、５位の米国（２２％）、中国（１８％）、
インド（４％）（２００４年時点。ＩＥＡ）が参加していないか排出削減義務を負っていない（図表１）。
　このような京都議定書に対して、地球レベルでの温暖化ガス排出削減という観点からその効果や
不完全性、不平等性について、採択の当初から大きな疑問が投げられて来た。省エネ技術が高度に
進み、ＧＤＰ比でも極めて低い温暖化ガス排出量数値を示している日本は、１９９０年の温暖化ガス排
出量（１２億６１００万トン）を２００８年から２０１２年平均で６％（約７６００万トン）減らす義務を負っている
（世界全体で５．２％の削減）。ただ、足元（２００６年）の排出量は９０年比で６．４％増加していると言われ
ており（速報値。２００５年実績（政府発表）は１３億５９００百万トンで９０年比５．４％増）、必要削減量は１９９０
年比１億６０００万トン（１２．４％）程度に膨らんでいる計算である。日本は２００５年に京都議定書「目標
達成計画」を立てて官民挙げて取り組んでいるが、京都で採択されたこの議定書の大きな削減義務
（公約）の達成に苦しんでいるのが現状である（「目達達成計画」の改訂については日本の取り組み
の項で詳述）。必要削減量の過半を森林吸収分と政府排出権取引を通じて達成する方針と言われて
いるが、環境省を中心に進められている家庭部門と運輸部門での排出削減を含めた自助努力にも限
界がある。
　「共通だが差異のある責任」
　このような不完全・不平等性は、地球環境問題に対する「責任」（responsibility）は即ち「共通
だが差異のある責任」（common but differentiated responsibility）であるとする考え方に起因して
いると考えられる。この「共通だが差異のある責任」の考え方は、地球環境問題は全人類が抱える
問題であり、先進エコノミーは勿論、発展途上のエコノミーにも共通の責任があるという、主とし
て先進エコノミー側の主張と、原因の大部分は先進エコノミーにあり、途上エコノミーは問題対処
能力（capability or capacity）も異なっており、回避への寄与度も当然異なって然るべきで、従っ
て先進エコノミーが率先してこの問題の対応に当るべし、とする途上エコノミー側の主張との「折
衷」として形作られて来たものである。
　「共通だが差異のある責任」の考え方は、１９９２年の地球サミットで採択された「リオ・デ・ジャネ
イロ宣言」や「アジェンダ２１」において初めて明示的に用いられ、同サミットで採択されたＵＮＦ
ＣＣＣ（１９９４年発効）でも取り入れられた。ＵＮＦＣＣＣの３条（「目的」）の１で「締約エコノミー
は、衡平の原則に基づき、かつ、それぞれ共通に有しているが差異のある責任及び各エコノミーの
能力に従い、人類の現在及び将来の世代のために気候システムを保護すべきである。したがって、
先進締約エコノミーは、気候変動及びその悪影響に率先して対処すべきである（The Parties should 
protect the climate system for the benefit of present and future generations of humankind, on the 
basis of equity and in accordance with their common but differentiated responsibilities and 
respective capabilities. Accordingly, the developed country Parties should take the lead in 
combating climate change and adverse effects thereof.（下線筆者））」と規定し、また同条の２で
「発展途上締約エコノミー、特に気候変動の悪影響を著しく受けやすい締約エコノミー、及びこの
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条約によって不均衡又は異常な負担を負うこととなる締約エコノミー、特に発展途上締約エコノ
ミー、の個別のニーズ及び特別な事情について十分な考慮が払われるべきである（The specific 
needs and special circumstances of developing country Parties, especially those that are 
particularly vulnerable to the adverse effects of climate change, and of those Parties, especially 
developing country Parties, that would have to bear a disproportionate or abnormal burden under 
the Convention, should be given full consideration.）」と、途上エコノミーに対する特別な配慮を規
定している（同じ趣旨はＵＮＦＣＣＣ「前文」にも見られる）。
　以降、地球環境問題については、この「共通だが差異のある責任」が金科玉条（golden rule）と
して扱われ、国際協調が必要なこの問題について、総論賛成、各論反対の関係エコノミーが、環境
問題の原因や負うべき責任の議論を十分煮詰められないことへの「現実的対応」として、単純な応
能負担に基づいて取り決められることとなった。また、differentiatedという言葉から、先進エコノ
ミー対途上エコノミーという単純な二分法や二元論に陥り易くなり、その結果、途上エコノミーに
より有利な待遇措置という形で制度化され勝ちとなった。それが京都議定書にも如実に現れている
のである。
　但し、公平性・平等性を貫き、すべてのエコノミーにとって公平・平等な枠組みというのは（そ
のような枠組みを作ることが可能であれば、との仮定の上であるが）、逆にすべてのエコノミーが不
満を持つ枠組みということでもあり、そのような制度的枠組みが出来るとは直ぐには考えられない
し、出来たとしても遵守されるかどうかに大きな懸念が生じるであろう点が、地球環境問題、就中、
温暖化ガス削減問題の難しいところでもある。更に付け加えるならば、日本は、不完全・不平等条
約だとして京都議定書の削減目標を守らなくても良いということではない。逆に、日本が高いハー
ドルの達成に向ける努力や姿勢は世界に対して強いアピールとなり、温暖化ガス削減においてポス
ト京都議定書の枠組み作りにおいて日本の影響力の強化やリーダーシップ発揮に結び付けられると
考えるべきであろう。この点については日本の取組みの項で詳しく述べたい。
３．温暖化ガス削減を巡る最近時の動き
　ハイリゲンダム・サミット（Ｇ８）と「気候変動に関するハイレベル会合」
　このような京都議定書に対して、拘束期間（２００８年～２０１２年）が始まる前年の２００７年から、議定
書に加わっていない米国も含めて、議定書の「次」を巡る動きが活発化した（図表２）。その動きの
過程で、従来の単なる「対話」から具体的な「交渉」が行なわれることにより徐々にポスト京都議
定書の枠組の輪郭が見えて来つつあるが、温暖化ガス削減の「手段」において目立つ主要エコノミー
の「同床異夢」にどう対応するのかが焦点であり続けることには変わりない。新しい温暖化ガス削
減の枠組は、議定書を離脱している米国と、削減の義務を伴わない中国、インドの資源・エネルギー
の三大消費エコノミーの出方がポイントになる。これら３エコノミーが参加しない地球温暖化ガス
削減の枠組みでは京都議定書を越えた取り組みにはならない。
　まず、２００７年６月に開催されたハイリゲンダム・サミット（Ｇ８）では「２０５０年までに世界全体
の温暖化ガスの排出量を少なくとも半減すること等を真剣に検討する」ことを盛り込んだ首脳宣言
（「世界経済における成長と責任サミット宣言（Growth and Responsibility in the World Economy 
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Summit Declaration（7 June 2007））」）を採択した。これは、日本が同年５月に「２１世紀環境立国
戦略」として策定した、２０５０年までに世界の温暖化ガスの排出量を現在の半分に減らす（「２０５０年半
減」）長期戦略・目標である「Cool Earth50（美しい星５０）」が下敷きになったとされている。
　更に、同年９月２４日にはニューヨークで国連加盟の約１６０のエコノミーが参加して「気候変動に関
するハイレベル会合」（High-Level Meeting on Climate Change。以下、ハイレベル会合）が開催さ
れた。同会合では、「２０５０年半減」と関連し、２０１３年以降のポスト京都議定書の枠組みをどのような
形にするのか、各エコノミーがどのような対応（主導権争い）に出るかが焦点となった。ハイレベ
ル会合は、同年１２月にインドネシア（バリ島）で開催が予定されていたＵＮＦＣＣＣ第１３回締約国
会議（ＣＯＰ１３）（以下、バリＣＯＰ１３）に向けた前哨戦としての意味合いがあり、予想されていた
様に、温暖化ガス削減の数値目標設定に反対している米国は、「２０５０年半減」を中心に目標設定を強
く主張するＥＵ（フランス、ドイツ等）との立場の違いを鮮明にした。会合終了に当たり潘基文
（Ban Ki-moonパン・ギムン）国連事務総長は議長総括の中で、１２月のインドネシアでのＣＯＰに
向けて交渉を成功させる政治的な公約が得られた（What I heard today is a major political 
commitment for a breakthrough on climate change in Bali.）と評価したが、実態は具体的な「交渉」
はすべてバリＣＯＰ１３に先送りするものであった。
　主要排出エコノミー会議
　一方、削減の数値目標設定に反対している米国は、ハイレベル会合直後（週明け）の９月２７日、
２８日の両日にワシントンの国務省に場所を移して、日本、中国、インド、ロシア等の主要排出１６エ
コノミーとＥＵの政策担当者を集めて「エネルギー安全保障と気候変動に関する主要排出エコノ
ミー会議（Major Economies Meeting on Energy Security and Climate Change）」（以下、主要排出
エコノミー会議）を主催し、ポスト京都議定書の枠組に関し米国として強い意欲とリーダーシップ
を示した。地球温暖化ガス排出量の８割以上を占めるエコノミーが一同に会したこの主要排出エコ
ノミー会議では、排出削減に向けた環境関連技術開発や途上エコノミーへの資金支援が話し合われ
たが、米国がポスト京都議定書で主導権を握るために、先進エコノミーと中国、インド等の排出量
の多い途上エコノミーに同じテーブルに座ってもらい、温暖化ガス削減の包括的な（エコノミー別
削減数値を設定しないベースでの）中期、長期目標に合意することの重要性を確認しようとしたも
のでもあった。主要排出エコノミー会議では、削減の長期目標を、日本等が提唱する「２０５０年半減」
案を軸に、拘束力がない形で検討する方向で合意がなされ、同年１２月のバリＣＯＰ１３に弾みを付け
たとの評価もあるが、京都議定書の期限が切れる２０１３年以降の短・中期的な国際的な枠組みについ
ては、国連の下で２００９年中に合意することの意向集約がなされただけで、具体的な交渉は、ハイレ
ベル会合と同様に、バリＣＯＰ１３に先送りされた。
　主要排出エコノミー会議は、「国内経済を脅かす」として２００１年に京都議定書を離脱した米国が排
出量削減の国際交渉に事実上「復帰」する方針を示したかに見えたが、米国は、温暖化ガス削減の
枠組について、各エコノミーがそれぞれの事情に合わせて自主的に設定した目標を積み上げること
で世界全体の排出量削減を目指すという立場であり、経済成長を抑制するような国際的な法的拘束
のある枠組みや数値目標には反対の立場を崩していない（主要排出エコノミー会議２日目の９月２８
日の冒頭に行なったスピーチで、ブッシュ大統領は、排出削減は「各エコノミーの経済成長や繁栄
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を損なわないような形で行なわれるべき」だとの米国のスタンスを明確に述べている（“We must 
lead the world to produce fewer greenhouse gas emissions, and we must do it in a way that does 
not undermine economic growth or prevent nations from delivering greater prosperity for their 
people.（中略）Each nation must decide for itself the right mix of tools and technologies to achieve 
results that are measurable and environmentally effective. While our strategies may be 
differentiated, we share a common responsibility to reduce greenhouse gas emissions while 
keeping our economies growing.”（White House））。従って、主要排出エコノミー会議は、ハイレ
ベル会合と同様に、数値目標設定や義務化に積極的なＥＵとの溝の深さを鮮明にしただけで終わっ
た。一方、中国やインドは、削減義務は先進エコノミーにあるという立場を崩さなかったが、ワシ
ントンでの主要排出エコノミー会議で米国が主張した拘束力のない自主的な取組みを重視する方針
には、ブッシュ政権下の米国が世界の温暖化ガス排出削減をリードすることに対する思惑は別にし
て、同調する要素は十分あった。
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図表２　ポスト京都議定書を巡る動き・合意（２００７年）
内容等会議・提案
「２１世紀環境立国戦略」の中核をなすものとして、２００７年５月に日
本政府が提案した、２０５０年までに世界の温暖化ガスの排出量を現在
の半分に減らす（「２０５０年半減」）長期戦略・目標。①世界全体の排
出量削減のための長期戦略の提唱、②２０１３年以降の国際的枠組み構
築に向けた「３原則」の提唱、③京都議定書の目標達成に向けた
「国民運動」（「１人１日１㎏」等）の展開、を３本柱とする。
２００７年５月
「美 し い 星５０（Cool 
Earth50）」（日本）
首脳宣言（「世界経済における成長と責任サミット宣言（Growth 
and Responsibility in the World Economy Summit Declaration（7 
June 2007））」）で、「２０５０年までに世界全体の温暖化ガスの排出量を
少なくとも半減すること等を真剣に検討する」ことが盛り込まれた。
日本の提案（安倍首相（当時）の「Cool Earth50」）の「２０５０年半
減」が下敷きになったとの評価もある。
２００７年６月８日
主要国（Ｇ８）ハイリ
ゲンダム・サミット
首脳宣言（「気候変動、エネルギー安全保障及びクリーン開発に関す
るシドニーＡＰＥＣ首脳宣言（Sydney APEC Leaders' Declaration 
on Climate Change, Energy Security and Clan Development）」）で、
エネルギー効率２５％向上と森林２０００万増加の合意が盛り込まれた。
２００７年９月９日
ＡＰＥＣシドニー首脳
会議
２１エコノミー
国連本部で行なわれた本会合（「High-Level Event on Climate 
Change」）では、削減目標設定に消極的な米国や中国に対し、欧州
（フランス、ドイツ等）が「２０５０年半減」を中心とする目標の設定
を強く主張し、両者の立場の違いを残して閉幕。１２月のバリでの気
候変動枠組条約第１３回締約国会議（ＣＯＰ１３）に向けて「交渉を成
功させる政治的な公約が得られた」（潘基文（パン・ギムン））国連
事務総長の議長総括）だけで、具体的な交渉はＣＯＰ１３に先送り。
２００７年９月２４日
国連「気候変動に関す
るハイレベル会合」
（ニューヨーク）
国連加盟の約１６０エコ
ノミーとＥＵが参加
４．ＡＰＥＣの地球環境への取り組み
ＡＰＥＣで初めて地球温暖化防止を議論
　さて、そのような動きの中で、アジア太平洋地域の２１のエコノミーが参加する「アジア太平洋経
済協力会議（Asia Pacific Economic Cooperation：ＡＰＥＣ）」が、２００７年９月初めにシドニーにて、
自由貿易の推進、食品の安全性の確保等に加えて、地球温暖化の防止策を主要議題の１つとして首
脳会議を開催した。ＡＰＥＣはアジア太平洋地域の貿易・投資の自由化、円滑化を進める目的で発
足した協力機構で、ボランタリズム（voluntarism）とコンセンサス（consensus-making）を旨とす
る拘束力のない（nonbinding）緩やかな、２１のエコノミーで経済規模が世界の約６割、人口は世界
の約４割を占め、米国、日本、中国、ロシア、カナダ、豪州等を擁する世界最大の地域協力フォー
ラムである。１９８９年に豪州のキャンベラを初回に（当初は閣僚会議）、毎年、２１エコノミーの首脳や
閣僚（ＳＯＭ）、及び各エコノミーを代表する産業人が、レベル別、分野毎に会議・会合を重ねて来
ている。
　１９８９年の発足以来、ＡＰＥＣはアジア太平洋地域のエネルギー需給動向の把握や、域内に共通の
エネルギー問題を解決するために取り組んで来たが、域内での温暖化ガス排出量が世界全体の約６
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内容等会議・提案
「エネルギー安全保障と気候変動に関する主要排出エコノミー会議
（Major Economies Meeting on Energy Security and Climate 
Change）」。主催した米国は温暖化ガス削減についての「意欲」とポ
スト京都議定書の枠組みに向けたリーダーシップを示した。長期目
標として日本等が提唱する「２０５０年半減」案を軸に拘束力がない形
で検討する方向で暗黙の合意。短・中期の取極めについては、各エ
コノミーの個別事情に合わせて自主的に設定した目標を積み上げる
米国と、義務化に積極的な欧州との溝の深さが鮮明化。具体的な交
渉はＣＯＰ１３に先送り。
２００７年９月２８日
主要排出エコノミー会
議（ワシントン）米が
主催。１６エコノミーと
ＥＣが参加。
２０１２年に期限を迎える京都議定書以降の温暖化防止の新たな枠組み
の交渉の内容と日程を示した「バリ・ロードマップ」を、会期を１
日延長して採択。２０１３年以降の枠組み作りを２００９年末までに行うこ
とが合意された。ロードマップの柱は、①温暖化ガス削減とその手
法、②発展途上エコノミーでの温暖化による被害軽減のための支
援、③発展途上エコノミーの排出量削減のために技術・資金の支援、
④ポスト議定書の交渉期限（２００９年末）。具体的な方法論はＣＯＰ１４
（２００８年ポーランド）、ＣＯＰ１５（２００９年デンマーク）で決定される。
２００７年１２月３日～１５日
国連気候変動枠組み条
約（ＵＮＦＣＣＣ：
United Nations Framework 
Convention on Climate 
Change）第１３回締約国
会議（ＣＯＰ１３）（バリ）
↓
２００８月１２月　ＣＯＰ１４（ポーランド）
↓
２００９年１１月～１２月　ＣＯＰ１５（デンマーク）（予定）
（資料：各種資料を元に筆者作成）
割を占めるＡＰＥＣが、深刻化する地球温暖化の防止について２１のエコノミーで問題意識を共有
し、解決に向け具体策を議論したのは今回が初めてである。以下、合意に至った経緯や合意の内容、
問題点・留意点等について考えてみたい。
　２００７年ＡＰＥＣの合意の経緯と内容
　首脳会議の４ヶ月前の２００７年５月のＡＰＥＣエネルギー相会合（ダーウィン）で、ＡＰＥＣ域内
に一律の温暖化ガス削減案について話し合われたが、米国や豪州（豪州はこの段階では京都議定書
に署名済みだが批准をしていなかった。２００７年１１月の総選挙でハワード前首相は敗退し、後任の首
相に就任したラッド首相は、地球環境政策を大きく変換し、就任直後の２００７年１２月初旬に議定書に
批准した（正式な議定書加盟エコノミーとなるのは２００８年３月頃の予定））が数値目標を掲げること
は時期尚早と強く反対し、最終的に参加エコノミーがそれぞれ自主的な目標を策定することで意向
集約された。地球温暖化の元凶とされる温暖化ガスの排出削減と、ＡＰＥＣ域内の新興エコノミー
の旺盛なエネルギー需要を満たすという、相反する課題にどうバランスを取るかは、９月の首脳会
議に課題が持ち越されていた。
　従って、９月の首脳会議では、域内の地球環境問題について参加エコノミーが合意出来れば、地
域レベルでの温暖化対策は大きく前進するとの期待があった。２００７年のＡＰＥＣのホスト・エコノ
ミーの豪州は、同年前半に異常気象により農業が大きな打撃を受け、対応策が不十分だとしてハ
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図表３　ＡＰＥＣに参加する２１のエコノミー
（出典：外務省）
ワード前首相（ＡＰＥＣ議長）の支持率が落ち、同年１１月の総選挙で苦戦が予想されているという
国内事情を抱えていた。ハワード前首相はＡＰＥＣを梃子に環境問題で国際的な指導力を内外に印
象付け、支持率を回復したい思惑があったと言われている。
　そのハワードＡＰＥＣ議長が中心になり、「２０３０年までにＡＰＥＣ域内のエネルギー効率を２００５
年比で２５％以上改善する（…to work towards achieving an APEC-wide regional aspirational goal of 
a reduction in energy intensity of at least 25 per cent by 2030（with 2005 as the base year.）」とい
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（資料：外務省。一部変更を加えた）
１．将来の国際的行動
京都議定書後の枠組における以下の諸点の重要性を確認。
包括性：共通のグローバルな目標を共有するすべてのエコノミーの参加。
差異のある国内事情及び能力の尊重：各エコノミーの経済・社会状況を勘案。
柔軟性：気候変動に関係するグローバルな目標に資する国内措置を含む幅広い範囲の行動・国
際協力の支持。
低排出・ゼロ排出エネルギー源及び技術の重要な役割：エネルギー効率の改善、原子力を含む
代替エネルギーの重要性等を強調。
森林と土地利用の重要性
開かれた貿易と投資の促進：気候変動・エネルギー効率対策が開かれた貿易・投資を妨げない
こと。
実効性のある適応戦略への支援
２．２０１３年以降の国際的な気候変動の取り決めへの支持
国連気候変動枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）の締約エコノミーであるＡＰＥＣ参加メンバーは、２００７
年のＵＮＦＣＣＣ締約国会議で２０１３年以降の取り決めについて前進すべく、積極的かつ建設的
に取り組むことに合意。
実効性のある２０１３年以降の国際的取り決めへの道を開くため、願望としての長期的でグローバ
ルな排出削減目標の共通理解を得るべく取り組むことに合意。長期的でグローバルな目標の提
案における日本及びカナダの努力を評価。
米国の主要排出エコノミー会議のイニシアティブを歓迎、国連ハイレベル会合を支持。
３．行動指針
２０３０年までに域内のエネルギー効率を少なくとも２００５年比で２５％向上。
２０２０年までに域内の森林面積を少なくとも２０００万ｈａ増加させる。
クリーン化石エネルギー、再生可能エネルギー等の研究強化に関する「アジア太平洋エネル
ギー技術協力ネットワーク（ＡＰＮｅｔ：Asia-Pacific Network for Technology）」の設置。
「持続可能な森林経営及び再生のためのアジア太平洋ネットワーク」の設立。
環境関連物品・サービス、航空、代替・低炭素エネルギー、エネルギー安全保障、海洋生物資
源の保護、政策分析能力及びコベネフィット・アプローチについての更なる措置。
図表４　２００７年ＡＰＥＣシドニー宣言骨子
う目標を提案した。このエネルギー効率の目標設定提案には、予想された通り、主に発展途上・新
興の参加エコノミーから強い反対が出て議論が難航した。特に温暖化ガス「排出大国」と言われて
いる中国は数値目標の設定について警戒感を顕にし、中国以外の途上エコノミーも先進エコノミー
と同じ数値目標の温暖化対策の枠組みに組み込まれ経済成長にタガをはめられたくないとの趣旨の
意見を出し、２１エコノミー間の調整が極めて難しかった。これに対し、ホスト・エコノミーの豪州
や日本が数値目標に反対する中国や途上エコノミーを会議上および会議の合間（リトリート）や舞
台裏で粘り強く説得し、最終的に、会議最終日の９月９日に出した「第１５回ＡＰＥＣ首脳宣言“共
同体の繋がりを強化し、持続可能な未来を構築する”（Fifteenth APEC Economic Leaders' Meeting 
“Strengthening our Community, Building a Sustainable Future”）」の付属文書として、２０３０年ま
でにＡＰＥＣ域内でエネルギー効率を２００５年比で２５％以上改善することを盛り込んだ「気候変動、
エネルギー安全保障及びクリーン開発に関するシドニーＡＰＥＣ首脳宣言（Sydney APEC 
Leaders' Declaration on Climate Change, Energy Security and Clean Development）」（以下、「ＡＰ
ＥＣシドニー宣言」）を参加２１のエコノミーで合意し採択することとなった。
　更に、ＡＰＥＣシドニー宣言には、二酸化炭素を吸収する森林が温暖化ガス削減に重要な役割を
担っている（Forests can play a critical role in the carbon cycle.）として「２０２０年までに域内の森
林面積を少なくとも２０００万ヘクタール増加させる（… agree to work to achieve a regional 
aspirational goal of increasing forest cover in the APEC region by at least 20 million hectares of all 
types of forests by 2020.）」合意が盛り込まれた。森林面積の２０００万ヘクタールの増加が達成されれ
ば、世界の年間ＣＯ２排出量のおよそ１１％に等しい約１４億トンのＣＯ２（２００４年）が森林に蓄えられ
ることになるとされている。
　２００７年ＡＰＥＣ合意の評価
　このようなＡＰＥＣ首脳会議の合意をどのように評価するのが妥当であろうか。まず、今回の合
意が、経済成長に伴って増える温暖化ガスの排出量削減そのものではないという点であるが、これ
についてＡＰＥＣ域内の２１のエコノミーで合意に至るのは極めて困難との当初からの判断により、
技術革新等によって達成可能となるエネルギー効率の向上と森林面積の増加の目標が優先された形
である。しかしながら、世界の１位、２位の排出エコノミーである米国・中国、京都議定書に加わっ
ていない米国（離脱）と豪州（未批准。当時）、更には排出削減義務を負わない中国とそれ以外の途
上エコノミーを含むアジア・太平洋の２１エコノミーが参加するＡＰＥＣにおいて、深刻化する地球
温暖化の防止について問題意識を共有し、温暖化ガス排出の削減に繋がるエネルギー利用の効率化
と森林面積の増加をＡＰＥＣの数値目標として合意したことは、京都議定書の「次」をにらんだ枠
組作りに向けて一歩前進させた、と評価して良いであろう。同年１２月のバリＣＯＰ１３や、２００８年７
月に日本が主催するＧ８洞爺湖サミット等の協議や交渉日程等を考えると、今回のＡＰＥＣ首脳に
よるエネルギー効率と森林増加の数値目標と、それを含む行動指針及び京都議定書後の枠組みに含
まれるべき諸点（図表４）が合意されたことは意義あるものである。
　ＡＰＥＣシドニー宣言が、今後の気候変動の取り決めは共通だが差異のある責任と各エコノミー
の能力と一致している必要がある、という地球環境問題対処へのこれまでの「共通だが差異のある
責任」のゴールデンルールを踏襲しつつも（「差異のある国内事情及び能力の尊重」首脳宣言前文）
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（The future international climate change arrangement needs to reflect differences in economic 
and social conditions among economies and be consistent with our common but differentiated 
responsibilities and respective capabilities.（Respect for different domestic circumstances and 
capabilities.）））、２１のエコノミーが域内のエネルギー効率と森林面積の数値目標に向けて行動を取
ることを具体的にＡＰＥＣ行動指針（APEC Action Agenda）」に掲げて合意した意味は小さくない。
　ＡＰＥＣビジネス諮問委員会（ＡＢＡＣ）も取り組みの推進を提言
　なお、ＡＰＥＣの目標の達成に向けた具体的施策について民間ビジネスの立場からＡＰＥＣに提
言を行う公式の諮問機関としてＡＢＡＣ（APEC Business Advisory Council＝ＡＰＥＣビジネス諮
問委員会）が組織されているが（ＡＰＥＣとＡＢＡＣの関係については拙著『ＡＰＥＣとＡＢＡＣ
－ボゴール目標のロードマップを走る車の両輪』「国際金融」（国金ジャーナル）第１１２８号（２００４年
７月１日））pp.１６－２２に詳しく述べている）、そのＡＢＡＣが２００７年９月のシドニーＡＰＥＣ首脳会
議において２１エコノミーの首脳に向けて提出した「提言書（ABAC Recommendation to APEC 
Leaders）」の冒頭で、「気候変動は、我々の地域社会およびビジネスに与えるその潜在的影響が地
球規模で懸念されており、ＡＰＥＣ地域にとっても根本的な課題である。（中略）ＡＰＥＣ首脳は、
気候変動およびエネルギー安全保障に関する取組みを促進するために、特に政府によるインセン
ティブと関連した、透明かつ一貫性のある政策枠組の制定を目指すべきである（Climate Change is 
a fundamental issue for the APEC region, as part of the global concern over the potential impact of 
climate change on our communities and business. … To facilitate progress on climate change and 
energy security, APEC Leaders should aim to set transparent and consistent policy frameworks, 
particularly in relation to government initiatives, during their deliberation on climate change and 
energy security.）」と述べて、２１のエコノミーの首脳に対し気候変動対処の枠組の制定を促してお
り、このＡＢＡＣ提言が今回のＡＰＥＣによるエネルギー効率の向上と森林面積の増加の合意の遠
因の１つと考えても良いであろう。
　ＡＰＥＣ合意の問題点・留意点
　但し、今回のＡＰＥＣでの合意については以下の諸点に留意する必要があろう。
　まず、「ＡＰＥＣシドニー宣言」に盛り込まれたエネルギー効率の２５％の定義がはっきりしていな
い点である（通常は国内総生産当りのエネルギー消費量で測られるが、その辺りの記述はＡＰＥＣ
の合意文書には見当たらない）。
　次に、エネルギー効率の２５％や森林の２０００万ヘクタールの数値は、ＡＰＥＣ全体としての「努力
目標」（aspirational goal or agreement to work for achievement）を意味し（そもそも「努力目標」
としたことで合意に漕ぎつけられた訳であるが）、参加エコノミーがそれぞれに履行の義務を負う
訳ではない点である（前述のように、ＡＰＥＣは本来、参加エコノミーの自主性を尊重し
（voluntarism）、またアジア太平洋地域の多様で複雑な国情の違いを認識しつつ、穏やかな相互理
解と相互協力を前提としたフォーラムであり、合意事項には原則的に拘束性がない（nonbinding））。
声明文には、「将来の国際的行動（Future International Action）」の項目で、目標達成に当っては
先進エコノミーと途上エコノミーの差異に配慮する趣旨（「将来の国際的な気候変動の取り決めは、
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エコノミー間の経済的・社会的状況の差異を反映し、共通だが差異のある責任とそれぞれの能力に
合致している必要がある（上述の「差異ある国内事情及び能力の尊重」）、及び、今回の数値目標は
他の国際会議を拘束しない（「包括的なグローバルな努力を確保するために、我々は、多様な取り組
みを認め、気候変動に関する広範な分野にわたる実際的行動及び国際協力を支援するような柔軟な
取 り 決 め を 支 持 す る」（To ensure a comprehensive global efforts, we support a flexible 
arrangement that recognizes diverse approaches, and support practical actions and international 
cooperation across a broad range of areas relevant to climate change. (Flexibility）））といった文言
も加えられており、合意の実効性に疑問の余地はある。
　さらに、エネルギー効率を向上させても、実際の排出量の削減に直結するとは限らないという、
より根源的な問題も指摘出来よう。域内の国内総生産（ＧＤＰ）がエネルギー効率の改善を上回る
スピードで伸びれば、結果的に排出の総量は増えてしまうことになりかねない。アジア太平洋地域
は世界経済の成長センターである。２０３０年までの向こう２３年間で２００５年比２５％以上のエネルギーの
効率化を実現できたとしても、今のように経済が順調に拡大すれば、実際の温暖化ガス排出量は現
状と変わらないか、それを上回ってしまう可能性が十分ある点に留意が必要である。
５．国連気候変動枠組み条約締約国会議（バリＣＯＰ１３）
　ゴア前米副大統領とＩＰＣＣのノーベル平和賞受賞
　温暖化ガス削減について主要エコノミー・地域のスタンスが真っ向から対立する構図をそのまま
持ち込む形で、２００７年１２月初旬から中旬にかけ、世界約１８０のエコノミーが参加してＵＮＦＣＣＣの
バリＣＯＰ１３が開催された。京都議定書が１９９７年１２月に採択されてからちょうど１０年目の節目にこ
のバリＣＯＰ１３を迎えたことは歴史の偶然だろうか（バリＣＯＰ１３開催中の１２月１１日当日には京都
議定書１０周年を祝うＮＧＯのイベントがバリで行なわれた）。更に偶然と言えば、このバリＣＯＰ
１３の最中に、地球環境問題への取組みを評価されて（“for their efforts to build up and disseminate 
greater knowledge about man-made climate change, and to lay the foundations for the measures 
that are needed to counteract such change”）、アル・ゴア前米副大統領と国連「気候変動に関する
政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change（ＩＰＣＣ）。以下ＩＰＣＣ）に授与
された２００７年ノーベル平和賞の授賞式が１２月１０日にオスロで行なわれた。ゴア前副大統領は、受賞
演説（Nobel Lecture）で「地球温暖化防止は、対応が十分でない米国と中国の２大排出エコノミー
の動向に大きく左右されるであろう。両エコノミーが思い切った責任ある行動を取るべきことは明
白である。両エコノミーは行き詰まりの口実を双方の行動に求めるのは止め、共有の地球環境問題
に取り組まなければならない」と米国と中国を名指しで批判し、積極的な対応を呼び掛けた（“… 
But the outcome will be decisively influenced by two nations that are now failing to do enough: the 
United States and China. While India is also growing fast in importance, it should be absolutely 
clear that it is the two largest CO2 emitters - most of all, my own country - that will need to make 
the boldest moves, or stand accountable before history for their failure to act. Both countries 
should stop using the other's behavior as an excuse for stalemate and instead develop an agenda 
for mutual survival in a shared global environment … ."（Al Gore “Nobel Lecture" The Nobel 
地球温暖化防止と日本のリーダーシップ３４
Foundation 2007））」。
　ＩＰＣＣ報告
　一方、ＩＰＣＣはバリＣＯＰ１３にて、地球温暖化対策を考える上で科学的根拠となる「ＩＰＣＣ
第４次評価報告書（Fourth IPCC Assessment Report:Climate Change 2007）（以下、ＩＰＣＣ第４
次報告書）」を提出した。ＩＰＣＣは１９９０年以降第１次から３次（２００１年）まで４つの報告書（うち
１つは報告書補遺）を纏めて発表している。また前出のゴア前副大統領はバリＣＯＰ１３において特
別講演を行い、温暖化ガス削減の数値目標の設定の必要性と米国の積極的姿勢への転換を改めて訴
えている。
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・ＩＰＣＣは、人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、
社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、１９８８年に世界気象機関（Ｗ
ＭＯ）と国連環境計画（ＵＮＥＰ）により設立された組織である。
・ＩＰＣＣは、議長、副議長、三つの作業部会及び温暖化ガス目録に関するタスクフォースに
より構成される。それぞれの任務は以下の通りである。
　第１作業部会：気候システム及び気候変化の自然科学的根拠についての評価
　第２作業部会：気候変化に対する社会経済及び自然システムの脆弱性、気候変化がもたらす
好影響・悪影響、並びに気候変化への適応のオプションについての評価
　第３作業部会：温暖化ガスの排出削減など気候変化の緩和のオプションについての評価
　温暖化ガス目録に関するタスクフォース：温暖化ガスのエコノミー別排出目録作成手法の策
定、普及および改定
図表５　ＩＰＣＣの概要
（資料：環境省等）
○報告書は、①気候変化とその影響に関する観測結果、②変化の原因、③予測される気候変化
とその影響、④適応と緩和のオプション、⑤長期的な展望の５つの主題のもと、第１～第３
作業部会報告書を分野横断的・有機的に取り纏めたものである。報告書では、最新の科学的
知見に基づく情報を的確に提供するとの観点から、各作業部会報告書の政策決定者向け要約
及び本文をもとに、第４次評価報告書全体の流れが分かりやすく取り纏められている。
○主題ごとの主要な結論は以下のとおり。
主題１　気候変化とその影響に関する観測結果
・気候システムの温暖化には疑う余地がなく、大気や海洋の全球平均温度の上昇、雪氷の広範
囲にわたる融解、世界平均海面水位の上昇が観測されていることから今や明白である。
・地域的な気候変化により、多くの自然生態系が影響を受けている。
図表６　ＩＰＣＣ第４次報告書（Fourth IPCC Assessment Report（Synthesis Report））の概要
　バリＣＯＰ１３の議論と最終合意
　バリＣＯＰ１３は、ポスト京都議定書の主要議題である交渉期限等を盛り込んだ「バリ・ロードマッ
プ」を文書の形で合意することが出来るかどうかが一番の焦点であった。１２月８日に議長（ラフマッ
ト・ウィトゥラル氏。インドネシア環境相）が、「２０５０年までに世界の温暖化ガス排出量を２０００年比
で半減するためには、温暖化ガスを、先進エコノミーが２０２０年までに１９９０年比で２５～４０％削減する」
との数値目標を盛り込んだ行程表草案の前文の提案を行った（以下「議長案」）。議長案で示された
地球温暖化防止と日本のリーダーシップ３６
主題２　変化の原因
・人間活動により、現在の温暖化ガス濃度は産業革命以前の水準を大きく超えている。
・２０世紀半ば以降に観測された全球平均気温の上昇のほとんどは、人為起源の温暖化ガスの増
加によってもたらされた可能性がかなり高い。
主題３　予測される気候変化とその影響
・現在の政策を継続した場合、世界の温暖化ガス排出量は今後二、三十年増加し続け、その結
果、２１世紀には２０世紀に観測されたものより大規模な温暖化がもたらされると予測される。
・分野毎の影響やその発現時期、地域的に予想される影響、極端現象の変化に伴う分野毎の影
響など、世界の気候システムに多くの変化が引き起こされることが具体的に予測される。
主題４　適応と緩和のオプション
・気候変化に対する脆弱性を低減させるには、現在より強力な適応策が必要とし、分野毎の具
体的な適応策を例示。
・適切な緩和策の実施により、今後数十年にわたり、世界の温暖化ガス排出量の伸びを相殺、
削減できる。
・緩和策を推進するための国際的枠組み確立における気候変動枠組条約及び京都議定書の役割
将来的に向けた緩和努力の基礎を築いたと評価された。
主題５　長期的な展望
・気候変化を考える上で、第３次評価報告書で示された以下の五つの「懸念の理由」がますま
す強まっている。
１　極地や山岳社会・生態系といった、特異で危機にさらされているシステムへのリスクの増
加
２　干ばつ、熱波、洪水など極端な気象現象のリスクの増加
３　地域的・社会的な弱者に大きな影響と脆弱性が表れるという問題
４　地球温暖化の便益は温度がより低い段階で頭打ちになり、地球温暖化の進行に伴い被害が
増大し、地球温暖化のコストは時間とともに増加。
５　海面水位上昇、氷床の減少加速など、大規模な変動のリスクの増加・適応策と緩和策は、
どちらか一方では不十分で、互いに補完しあうことで、気候変化のリスクをかなり低減する
ことが可能。
・既存技術及び今後数十年で実用化される技術により温暖化ガス濃度の安定化は可能である。
今後２０～３０年間の緩和努力と投資が鍵となる。
（資料：環境省等）
数値目標は、ＩＰＣＣ第４次報告書をベースにＥＵや中国等が主張していた案（先進エコノミーが
拘束力のある数値目標を設定すべき）に近いものであったが、議長案がＥＵと途上エコノミー寄り
の、先進エコノミーに厳しい排出ガス削減を求めたのは、過去に大量に温暖化ガスを排出して来た
先進エコノミーの責任を明確にし、先進エコノミーが率先して削減を進めれば、経済発展が進んで
排出量が増えている中国やインドをはじめ途上エコノミーからもポスト京都議定書の枠組みにおい
て協力が得られるのではないか、との思惑が強く働いたのではないかと推測される。
　先進エコノミーに数値目標を課した議長案に対して、主要排出エコノミーは予想されていたよう
に様々な反応を見せた。公式、非公式の会議が重ねられた後、終盤（１２日）には閣僚級会議に議論
の舞台が移され、合意文書の作成に向け激しい駆け引きが繰り広げられた。米国は、温暖化ガス削
減目標の「科学的根拠」が曖昧で受け入れられないとして数値目標を設定することには一貫して反
対のスタンスを取り続けた。そして会議最終日の１２月１４日に至り米国は、各エコノミーが国情に応
じてさまざまな取り組みを選ぶことができるようにする提案を行った。日本は、地球温暖化が主要
議題となることが確実となっている２００８年のＧ８洞爺湖サミットを意識し、バリＣＯＰ１３では途上
エコノミーを含めた主要排出エコノミーで次期枠組み作りの交渉をまずスタートさせることが最優
先課題であり、バリＣＯＰ１３で数値目標設定を求めるべきではない、と歯切れの悪い、温暖化ガス
排出量削減に後ろ向きとも取れる主張を行なった。
　一方、ＥＵは温暖化ガス排出削減の枠組みに途上エコノミーを巻き込むためには先進エコノミー
が率先して目標を設定する必要がある、と一貫して議長案を支持した。また中国やブラジル、イン
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図表７　バリＣＯＰ１３中に示された主要排出エコノミー・地域のスタンス
（資料：各種資料より筆者作成）
交渉の手順削減の数値目標
すべてのエコノミー・地域が参加
する新たな作業部会や会合の場を
作るべき。
次期枠組み作りをまず行なうべ
き。交渉を制約する数値目標設定
に反対。途上エコノミーも積極的
に削減を行なうべき。
米　 国
同上
次期枠組みは主要排出エコノミー
すべてが参加すべき。数値目標設
定より米国や中国が参加する次期
枠組み作りの合意を優先すべき。
日　 本
同上
数値目標設定が必要。先進エコノ
ミーが率先して削減を進めるべ
き。
Ｅ　 Ｕ
先進エコノミーが削減を決める会
合の場を先行して作るべき。
先進エコノミーが拘束力のある数
値目標を設定すべき。途上エコノ
ミーは削減義務を負うべきではな
い。技術移転のための新たな仕組
みを創設すべき。
途上エコノミー
（中 国、ブ ラ ジ
ル、インド等）
ド等の途上エコノミーは、過去に温暖化ガスを大量に排出した先進エコノミーが責任を明確にし、
先進エコノミーが先行して拘束力のある排出量削減の数値目標を設定するのが筋である、との主張
を崩さなかった。
　会議は、先進エコノミーの数値目標設定に関し、日・米ｖｓＥＵ・途上エコノミーの対立の構図
が深まるばかりで、１４日の最終日を迎え緊迫の度を高めたが、結局合意に至らず、会期は１日延長
されることなった。１５日に潘基文国連事務総長が「気候変動問題への取り組みは国連総会で各国首
脳が合意している。速やかに意見を纏めて欲しい」と異例の呼び掛けを行い、これに応じる形で交
渉決裂回避を意図して議長が妥協案を提出し、同妥協案をベースに最終的に合意案（「Bali Action 
Plan」（バリ行動計画））が纏まり、採決に至った（図表８）。
　バリＣＯＰ１３の合意内容
　合意された「バリ行動計画」では、米国や途上エコノミーの主張に配慮し、当初の議長案にあっ
た「先進エコノミーは２０２０年までに１９９０年比で２５～４０％の削減する」やＩＰＣＣ第４次報告書を踏
まえた「すべてのエコノミーが２０５０年に２０００年比で半減」等の数値目標はすべて削除された。そし
て、合意の枠組みとして「ＣＯＰ１５において合意に到達し決定を行なうことを目的に、現在および
２０１２年まで及び２０１２年を超え、長期の協力活動を通して十分で効果的、持続的な気候変動枠組条約
の履行を可能にする包括的なプロセスに着手すること（launch a comprehensive process to enable 
the full, effective and sustained implementation of the Convention through long-term cooperative 
action, now, up to and beyond 2012, in order to reach an agreed outcome and adopt a decision at its 
fifteenth session.）」が決議されたと明記され、同時に、途上エコノミーの要請に応じて、同枠組み
は「気候変動枠組条約の規定および原則、就中共通だが差異ある責任と各々の能力の原則に従い、
社会的経済的状況及びその他の関係要素を考慮に入れて、同条約の究極的な目標を達成するため、
温暖化ガス削減に向けた長期のグローバルな目標を含む長期の協力活動のために共有ビジョン」
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図表８　バリＣＯＰ１３で合意された「バリ行動計画」の骨子
（資料：「Bali Action Plan」より筆者作成）
・ポスト京都議定書はＣＯＰ１５（２００９年デンマーク会議）での最終合意と採択を目標とする。
京都議定書の期限の２０１２年末までに各エコノミーが批准を済ませ２０１３年の発効を目指す。
・先進エコノミーは、温暖化ガスの量的制限と削減を含む、計測・報告・検証可能な温暖化ガ
ス削減を行なう
・途上エコノミーは、持続的発展や先進エコノミーによる技術支援、金融、能力構築を考慮に
入れて、計測・報告・検証可能な方法で温暖化ガス削減を行なう。
・途上エコノミー支援のため、先進エコノミーは技術開発や技術移転に協力する。金融ファン
ドの設立や途上エコノミー支援、技術協力のための投資を促進する。
・ポスト京都議定書のために全エコノミーが参加する特別作業部会（Ad Hoc Working Group 
on Long-term Cooperative Action）を設置し、１回目の会合を２００８年４月までに開催する。
（A shared vision for long-term cooperative action, including a long-term global goal for emission 
reductions, to achieve the ultimate objective of the Convention, in accordance with the provisions 
and principles of the Convention, in particular the principle of common but differentiated 
responsibilities and respective capabilities, and taking into account social and economic conditions 
and other relevant factors.）」であると述べている。
　温暖化ガス削減について、先進エコノミー、途上エコノミーいずれも「計測・報告・検証可能
（measurable, reportable and verifiable）」な行動が求められるとされているが、先進エコノミー、
途上エコノミーに求められる行動には差異が見られる。即ち、先進エコノミーには「エコノミーを
取り巻く環境の差異を考慮に入れ、先進エコノミー間の努力の比較可能性を確保した上で、全ての
先進エコノミーによる、排出の量的制限及び削減という目的を含めた、計測・報告・検証可能な各
エコノミーにより相応しい軽減の約束又は行動（Measurable, reportable and verifiable nationally 
appropriate mitigation commitments or actions, including quantified emission limitation and 
reduction objectives, by all developed country Parties, while ensuring the comparability of efforts 
among them, taking into account differences in their national circumstances）」と規定されているの
に対し、途上エコノミーには「計測・報告・検証可能な方法による、技術、金融、および能力構築
により支援され可能となる持続可能な発展という文脈において、途上エコノミーによる、当該エコ
ノミーに相応しい軽減の行動（Nationally appropriate mitigation actions by developing country 
Parties in the context of sustainable development, supported and enabled by technology, financing 
and capacity-building, in a measurable, reportable and verifiable manner）」が求められている。い
ずれにしても、先進エコノミーの温暖化ガス削減は、ＥＵや途上エコノミーが強く主張していた数
値目標の設定の無い、各エコノミーの事情を考慮に入れた多様な道が残されることとなった。
　更に、京都議定書を批准している先進エコノミーによる既存の作業部会に加え、気候変動枠組条
約のもとで米国、中国等の主要排出エコノミーを含む全ての締約エコノミーを巻き込んだ「長期協
力行動に関する特別作業部会（Ad Hoc Working Group on Long-term Cooperative Action）」が設
置されることとなり、今後２つの作業部会が並行して協議を進めることとなった。特別作業部会の
議長と副議長は先進エコノミーグループ、途上エコノミーグループから選出し（年毎に議長、副議
長が交代）、最初の会合は２００８年４月までに開かれることになる（the group shall be held as soon as 
is feasible and not later than April 2008）（２００８年中に４回開催）。２００８年１２月のＣＯＰ１４（ポーラ
ンド（ポズナニ）会議）にて中間報告を行い（to report to the Conference of the Parties at its 
fourteenth session on progress made）、２００８年７月に北海道洞爺湖で開かれる主要国首脳会議（Ｇ
８サミット）など他の会合の成果（outputs from other relevant intergovernmental processes and 
insights from the business and research communities and civil society）も生かし、２００９年中に作業
を終えＣＯＰ１５（デンマーク会議（予定））で作業結果を報告し採択するとしている（… shall 
complete its work in 2009 and present the outcome of its work to the Conference of the Parties for 
adoption at its fifteenth session）。
　「バリ行動計画」に盛られたバリ・ロードマップの合意により、２００９年のＣＯＰ１５（デンマーク会
議（２００９年１１月または１２月に開催の予定））での合意を目指した交渉がスタートすることになったが、
今後は全体の削減目標とその削減手法を決定し、その後にエコノミー別の削減義務（量・内容）の
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設定へと移行すると思われる。然しながら、バリＣＯＰ１３及び同会議に至る一連の動きからも明白
なように、削減目標は各エコノミーの利害が最も対立する点であるだけに、原則的にはＣＯＰを中
心に議論が行われるであろうが、２００９年末までにＧ８や主要排出エコノミー会議を含め様々な政治
経済の交渉の場において、水面上・水面下の激しい議論や駆け引き（パワーゲーム）が展開される
だろうことは予想に難くない。最終的に２００９年のデンマーク会議で結論が出るかどうか、出るとす
ればどのようなものになるかは予断が出来ない。
　バリＣＯＰ１３合意の評価
　バリＣＯＰ１３合意の評価を筆者が行なうとすると以下の４点である。
　まず、対立を回避するために、「先進エコノミーは２０２０年までに１９９０年比で２５～４０％を削減する」
やＩＰＣＣ第４次報告書のベースであった「すべてのエコノミーが２０５０年までに２０００年比で半減」
といった数値目標が削除されたとはいえ、ＩＰＣＣ第４次報告書を今後の交渉の基本的骨格に据え
ることで、すべてのエコノミーが「相応の責任」を果たすことを確認してポスト京都議定書の枠組
み策定に向けた行程表の合意がなされたこと（バリＣＯＰ１３では、ＩＰＣＣ第４次報告書を歓迎し、
関連議題全て及び各エコノミーの政策実施に活用すること、ＩＰＣＣに対し情報提供を引き続き要
望すること、またＣＯＰ締約エコノミー（特に先進エコノミー）に対し、ＩＰＣＣの活動支援を引
き続き要請すること等が決定された。「バリ行動計画」前文は「気候システムの温暖化は議論の余地
がないものであり排出ガス削減の遅延がより低い安定レベルを達成するための機会を大きく制約
し、より厳しい気候変動の影響のリスクを高めるというＩＰＣＣ第４次報告書の結論に応えるもの
で あ る（Responding to the findings of the Fourth Assessment Report of the Intergovernmental 
Panel on Climate Change that warming of the climate system is unequivocal, and that delay in 
reducing emissions significantly constrains opportunities to achieve lower stabilization levels and 
increases the risk of more severe climate change impacts.）と、ＩＰＣＣ第４次報告書の参照・引
用を明記している）。米国の主張を容れて、交渉の入り口において削減量を数値で縛ることはな
かったが、数値目標設定是非についての議論に長い時間が割かれており、今後の数値目標設定の交
渉への大きなスプリングボードになったと受け止めて良いであろう。科学的警告書とも言えるＩＰ
ＣＣ第４次報告書に従えば、数値目標の設定は早晩必要になって来る。
　次に、主要排出エコノミーである中国とインドを含む途上エコノミーの次期枠組みへの参加が資
金援助メカニズムや省エネ等の環境分野での技術移転促進という見返りを前提としていること。排
出量増大が続いている中国とインドがいずれ世界の最大排出エコノミーの地位に躍り出てくること
はほぼ間違いなく（副題に「中国とインドへの洞察（China and India insights）」と付されたＩＥＡ
（国際エネルギー機関）の「世界エネルギー見通し２００７年版」は、世界のＣＯ２排出エコノミーの２００６
年の順位は①米国、②中国、③ロシア、④日本、⑤インドであったが、２００７年は米国と中国の順位
が逆転し（①中国、②米国）、インドも２０１５年頃に３位に浮上すると予想している（“China is by 
far the biggest contributor to incremental emissions, overtaking the United States as the world's 
biggest emitter in 2007. India becomes the third-largest emitter by around 2015.”IEA World 
Energy Outlook 2007 Executive Summary p50））、その両エコノミーが「共通だが差異のある」「相
応の責任」を果たすことになる。その意味で、先進エコノミーのみを対象とした京都議定書から一
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歩大きく踏み込み、すべてのエコノミー・地域を巻き込んだ枠組み作りへの離陸に成功したと評価
してよいが、他方で、資金援助メカニズムや環境技術移転に関連して、今後先進エコノミー側との
間で国際競争力維持や知的財産権保護等の点で課題や摩擦が生じて来る可能性が高い。
　第３に、京都議定書になかった森林を保護する規定が盛り込まれたこと。森林保護基金の設置や
森林の伐採を防ぐことで排出権を取得する仕組みが今後設けられることになる。なお日本はバリＣ
ＯＰ１３開催中に、世界銀行に設置が決まっている森林保護基金（総額最大１５億ドルの見込み）に１０
百万ドル（約１１億円）を拠出することを表明したと報じられている（日本経済新聞２００７年１２月５日））。
　第４に、日本は「２０５０年半減」構想を２００７年前半にいち早く世界に向けて発信し一定の評価を得
たが、バリＣＯＰ１３では、２００８年７月のＧ８洞爺湖サミットを意識したため、途上エコノミーを含
めた主要排出エコノミーが参加する新たな枠組み作りを最優先し、数値目標の設定を求めるべきで
はないとした日本の「守勢」の主張が、温暖化ガス排出削減に後ろ向きであるとの印象を与え、今
後の交渉に向け主導権と国益確保のための駆け引きや行動を進めた他エコノミーに比べて日本の存
在感が薄くなったきらいがあること。その観点から、Ｇ８洞爺湖サミットで日本の戦略と指導力が
改めて試されることとなろう。
　主要排出エコノミー間の対立と妥協の結果、「バリ行動計画」には玉虫色に取れる項目もあるが、
とまれ、２００９年末までに結論を出すという行程表に従って新しい地球規模の温暖化対策の枠組みが
始動の途に就いたと評して良いであろう。
図表９　「バリ行動計画」の全文
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Decision-/CP.13
Bali Action Plan
The Conference of the Parties,
Resolving to urgently enhance implementation of the Convention in order to achieve its 
ultimate objective in full accordance with its principles and commitments,
Reaffirming that economic and social development and poverty eradication are global 
priorities,
Responding to the findings of the Fourth Assessment Report of the Intergovernmental Panel 
on Climate Change that warming of the climate system is unequivocal, and that delay in 
reducing emissions significantly constrains opportunities to achieve lower stabilization levels 
and increases the risk of more severe climate change impacts,
Recognizing that deep cuts in global emissions will be required to achieve the ultimate 
objective of the Convention and emphasizing the urgency to address climate change as 
indicated in the Fourth Assessment Report of the Intergovernmental Panel on Climate 
Change,
1. Decides to launch a comprehensive process to enable the full, effective and sustained 
implementation of the Convention through long-term cooperative action, now, up to and 
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beyond 2012, in order to reach an agreed outcome and adopt a decision at its fifteenth session, 
by addressing, inter alia:
(a) A shared vision for long-term cooperative action, including a long-term global goal for 
emission reductions, to achieve the ultimate objective of the Convention, in accordance with 
the provisions and principles of the Convention, in particular the principle of common but 
differentiated responsibilities and respective capabilities, and taking into account social and 
economic conditions and other relevant factors;
(b) Enhanced national/international action on mitigation of climate change, including, inter 
alia, consideration of:
(i) Measurable, reportable and verifiable nationally appropriate mitigation commitments or 
actions, including quantified emission limitation and reduction objectives, by all developed 
country Parties, while ensuring the comparability of efforts among them, taking into account 
differences in their national circumstances;
(ii) Nationally appropriate mitigation actions by developing country Parties in the context of 
sustainable development, supported and enabled by technology, financing and capacity-
building, in a measurable, reportable and verifiable manner;
(iii) Policy approaches and positive incentives on issues relating to reducing emissions from 
deforestation and forest degradation in developing countries; and the role of conservation, 
sustainable management of forests and enhancement of forest carbon stocks in developing 
countries;
(iv) Cooperative sectoral approaches and sector-specific actions, in order to enhance 
implementation of Article 4, paragraph 1(c), of the Convention;
(v) Various approaches, including opportunities for using markets, to enhance the cost-
effectiveness of, and to promote, mitigation actions, bearing in mind different circumstances of 
developed and developing countries;
(vi) Economic and social consequences of response measures;
(vii) Ways to strengthen the catalytic role of the Convention in encouraging multilateral 
bodies, the public and private sectors and civil society, building on synergies among activities 
and processes, as a means to support mitigation in a coherent and integrated manner;
(c) Enhanced action on adaptation, including, inter alia, consideration of:
(i) International cooperation to support urgent implementation of adaptation actions, including 
through vulnerability assessments, prioritization of actions, financial needs assessments, 
capacity-building and response strategies, integration of adaptation actions into sectoral and 
national planning, specific projects and programmes, means to incentivize the implementation 
of adaptation actions, and other ways to enable climate-resilient development and reduce 
vulnerability of all Parties, taking into account the urgent and immediate needs of developing 
countries that are particularly vulnerable to the adverse effects of climate change, especially 
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the least developed countries and small island developing States, and further taking into 
account the needs of countries in Africa affected by drought, desertification and floods;
(ii) Risk management and risk reduction strategies, including risk sharing and transfer 
mechanisms such as insurance;
(iii) Disaster reduction strategies and means to address loss and damage associated with 
climate change impacts in developing countries that are particularly vulnerable to the 
adverse effects of climate change;
(iv) Economic diversification to build resilience;
(v) Ways to strengthen the catalytic role of the Convention in encouraging multilateral bodies, 
the public and private sectors and civil society, building on synergies among activities and 
processes, as a means to support adaptation in a coherent and integrated manner;
(d) Enhanced action on technology development and transfer to support action on mitigation 
and adaptation, including, inter alia, consideration of:
(i) Effective mechanisms and enhanced means for the removal of obstacles to, and provision of 
financial and other incentives for, scaling up of the development and transfer of technology to 
developing country Parties in order to promote access to affordable environmentally sound 
technologies;
(ii) Ways to accelerate deployment, diffusion and transfer of affordable environmentally sound 
technologies;
(iii) Cooperation on research and development of current, new and innovative technology, 
including win-win solutions;
(iv) The effectiveness of mechanisms and tools for technology cooperation in specific sectors;
(e) Enhanced action on the provision of financial resources and investment to support action 
on mitigation and adaptation and technology cooperation, including, inter alia, consideration of:
(i) Improved access to adequate, predictable and sustainable financial resources and financial 
and technical support, and the provision of new and additional resources, including official and 
concessional funding for developing country Parties;
(ii) Positive incentives for developing country Parties for the enhanced implementation of 
national mitigation strategies and adaptation action;
(iii) Innovative means of funding to assist developing country Parties that are particularly 
vulnerable to the adverse impacts of climate change in meeting the cost of adaptation;
(iv) Means to incentivize the implementation of adaptation actions on the basis of sustainable 
development policies;
(v) Mobilization of public- and private-sector funding and investment, including facilitation of 
carbon-friendly investment choices;
(vi) Financial and technical support for capacity-building in the assessment of the costs of 
adaptation in developing countries, in particular the most vulnerable ones, to aid in 
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determining their financial needs;
2. Decides that the process shall be conducted under a subsidiary body under the Convention, 
hereby established and known as the Ad Hoc Working Group on Long-term Cooperative 
Action under the Convention, that shall complete its work in 2009 and present the outcome of 
its work to the Conference of the Parties for adoption at its fifteenth session;
3. Agrees that the process shall begin without delay, that the sessions of the group will be 
scheduled as often as is feasible and necessary to complete the work of the group, where 
possible in conjunction with sessions of other bodies established under the Convention, and 
that its sessions may be complemented by workshops and other activities, as required;
4. Decides that the first session of the group shall be held as soon as is feasible and not later 
than April 2008;
5. Decides that the Chair and Vice-Chair of the group, with one being from a Party included in 
Annex I to the Convention (Annex I Party) and the other being from a Party not included in 
Annex I to the Convention (non-Annex I Party), shall alternate annually between an Annex I 
Party and a non-Annex I Party;
6. Takes note of the proposed schedule of meetings contained in the annex;
7. Instructs the group to develop its work programme at its first session in a coherent and 
integrated manner;
8. Invites Parties to submit to the secretariat, by 22 February 2008, their views regarding the 
work programme, taking into account the elements referred to in paragraph 1 above, to be 
compiled by the secretariat for consideration by the group at its first meeting;
9. Requests the group to report to the Conference of the Parties at its fourteenth session on 
progress made;
10. Agrees to take stock of the progress made, at its fourteenth session, on the basis of the 
report by the group;
11. Agrees that the process shall be informed by, inter alia, the best available scientific 
information, experience in implementation of the Convention and its Kyoto Protocol, and 
processes thereunder, outputs from other relevant intergovernmental processes and insights 
from the business and research communities and civil society;
12. Notes that the organization of work of the group will require a significant amount of 
additional resources to provide for the participation of delegates from Parties eligible to be 
funded and to provide conference services and substantive support;
13. Strongly urges Parties in a position to do so, in order to facilitate the work of the group, to 
provide contributions to the Trust Fund for Participation in the UNFCCC Process and the 
Trust Fund for Supplementary Activities for the purposes referred to in paragraph 12 above 
and to provide other forms of in kind support such as hosting a session of the group.
（資料：ＵＮＦＣＣＣ。Annexと脚注は省略）
６．日本の取組み
　京都議定書の数値目標達成の意味
　以上、２００７年までの地球温暖化防止に向けた諸々の動きを検証したが、以下では日本の取り組み
について考察したい。
　先に京都議定書の不完全性・不平等性について述べたが、不完全・不平等の条約であるからと言っ
て、自らの意思で締結を行なった日本が京都議定書の削減目標を守らなくても良いとするのは条約
の「不履行」であり、日本としては決して行なうべきではない。また、日本は京都議定書を一方的
に押し付けられ、また譲歩したものではない。日本が京都議定書を受け入れて批准を行う上で絶対
条件として主張していた排出ガスの「吸収源」（国内森林）許容量の３．７％は、それを上回る３．８％
の上限値を日本が獲得し（気候変動枠組条約第７回締約国会議（ＣＯＰ７））、その上で議定書の批
准に臨んでいるのである。寧ろ、日本は、ハードルが高ければ高いほど日本がその達成や、達成に
向けた姿勢を示すことが世界に向けた日本の強いアピールとなり、今後の温暖化ガス削減交渉にお
いて日本の影響力強化やリーダーシップの発揮に結び付けられると考えるべきであろう。
　日本は地球環境問題を国の最重要課題の１つと位置付けている。安倍首相（当時）が打ち出した
「Cool Earth50（美しい星５０）」（図表１０）は福田内閣でも受け継がれ、２００８年７月に開催が予定さ
れているＧ８洞爺湖サミットに向けて日本のリーダーシップを発揮したい意向である。勿論、目標
達成にパナシ （ー特効薬）や秘策がある訳ではなく、経済的手法の活用や新しい技術の開発と普及、
個人レベルでのライフスタイルの見直し等、考えられるあらゆる手段を総動員して議定書の目標達
成を目指すべきである。手段の中には、京都議定書で認められた「京都メカニズム」（「クリーン開
発メカニズム」（ＣＤＭ）、排出削減事業の「共同実施」（ＪＩ）、先進エコノミー間の排出量取引
「国際排出量取引」）の活用による排出枠の獲得も当然含まれる。
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図表１０　「Cool Earth５０（美しい星５０）」の３つの提案と３つの原則
（資料：外務省「美しい星へのいざない「Invitation to “Cool Earth50”」」より一部変更して作成）
概要３つの提案
京都議定書の＜６％削減目標の達成に向けて＞
「１人１日１㎏」をモットーに努力と工夫の呼びかけ
国民運動展開
＜２０１３年以降の枠組み構築に向けた「３つの原則」＞
①主要排出エコノミーが全て参加し、京都議議定書を超え、世界全体での排
出削減につながること。
②各エコノミーの事情に配慮した柔軟かつ多様性のある枠組みとすること。
③省エネ等の技術を活かし、環境保全と経済発展とを両立すること。
中 期 戦 略
＜２０５０年半減に向けて＞
①革新的技術開発（石炭火力発電の排出量ゼロ、原子力発電の平和利用推進、太
陽光発電の高効率化、燃料電池など次世代自動車、製鉄など産業技術の飛躍）
②低炭素社会づくり（自然と共生した生活、公共交通機関の活用、コンパク
トなまちづくり、「もったいない」の心・「日本モデル」の発信）
長 期 戦 略
　「Cool Earth50（美しい星５０）」の評価
　「Cool Earth50」には、「１人１日１㎏」の温暖化ガス削減の具体的メニュー例として、温度調節、
水道水の使い方、家電や電気商品の選び方・使い方、車の使い方等が挙げられているが、これらは
目新しいものではない。２００２年の３月に、政府が京都議定書批准に当たり国民向けに発表した「地
球温暖化対策推進大綱」で、暖房、テレビ視聴、ガソリン、シャワーの利用等について同じような
メニューを盛り込んでいる。「Cool Earth50」は、経済は経済、環境は環境という日本型の縦割り行
政の弊害が現われがちな温暖化対策に、環境も経済も一体に考えるべき（どのように排出削減を行
うかに関し、産業界・経済産業省・環境省が三位一体で対応すべき）との考え方の下に、日本国内
において温暖化対策の長期目標を提示したという点で評価出来よう。一方、「Cool Earth50」で述べ
られている「２０５０年半減」は、提言の根拠や具体論、方法論が曖昧であることは否めない。「２０５０年
半減」の達成のために、革新的技術の開発とそれを中核とする低炭素社会づくりという長期ビジョ
ンを提示する、という理念を述べるに留まっていて、半減に至るまでの道筋や手立てが示されてい
ない。途上エコノミーを中心に世界人口が引き続き増加の傾向にあり、中国やインド等の京都議定
書の削減義務を負わない一部大国が炭素燃料の非効率な使用により温暖化ガスを大量に発生し続け
ている現状では、地球レベルで「２０５０年半減」の実現はかなり難しい。また、基準年が「現状から」
と曖昧であり（温暖化ガス削減は１９９０年を基準年とする考え方が一般的である）、更に言えば、提案
国日本の具体的目標値が提示されている訳でもなく、迫力不足の感は否めない。世界に向けた
「Cool Earth50」「２０５０年半減」のメッセージ発信国として、日本が今後環境立国を目指し地球環境
問題で強いリーダーシップを取って行くためには、少子高齢化・人口減少という要因が環境分野に
おいてフォローの風として吹くことを念頭に入れながら、更なるエネルギー効率化技術の開発や省
エネ・ライフスタイルの推進を通して低炭素型社会を実現させる日本としての論拠のある明確なコ
ミットメントを行う必要があろう。
　「２０５０年半減」に向けて
　「Cool Earth50」に掲げられた「２０５０年半減」推進の枠組み構築に際して日本が考慮しなければな
らない点は何であろうか。京都議定書の問題点への反省から浮かび上がることは、地球温暖化に実
効性のある世界全体の排出目標をきちんと設定し、温暖化ガス排出量の削減が参加エコノミーの経
済成長（ＧＤＰ拡大）の足枷となるのを回避する仕組み（即ち、排出削減と経済成長の両立を目指
すシステム）を見直すことで、先進、途上のいずれのエコノミーも排出枠を受け入れ、平等・公平
に参加する枠組みを創出することであろう。排出量の削減において参加エコノミーの国内ＧＤＰへ
の制約を防ぐ手立てとして、京都議定書でも認められている「排出権」取引のシステムを見直し、
排出権「価格」を一律化し、内外で差別のない（即ち、制約がなくかつ融通性があり、内外で無差
別の、全てのエコノミーが参加できる）排出権売買を可能とし、努力したエコノミーおよび企業が
相応に報われるような制度設計が必要である。
　環境省と経済産業省は２００７年１２月２１日に、２００８年３月に実施を予定している京都議定書の「目達
達成計画」の改訂に向け、温暖化ガス削減の目標達成に向けた「最終報告書」を発表したが（図表
１１）、同報告書で盛られた追加策には重複や枝葉末節の帳尻合わせの項目があるとの印象は拭えな
い。また、同報告書ではキャップ・アンド・トレード（上限付き取引：cap and trade）方式による
地球温暖化防止と日本のリーダーシップ４６
国内排出権取引制度や環境税、サマータイムの導入・実施等について「賛否両論」が併記されるに
留まり（事実上の先送り）、その結果、これらの２００８年からスタートした京都議定書拘束期間中の導
入はほぼ困難となった。「最終報告書」は産業界の自主的削減努力やクールビズ等の国民運動、廃棄
物の効率処理等により議定書の目標達成を目指す、となっている。
　日本の産業界（日本経団連）による「自主行動計画」は、排出削減目標を自主的に設定し、罰則
はないもののその達成度合いを政府が厳格に審査し公表している。産業界のこのような取組みの強
化、拡大に加え、家庭（民生）、業務、運輸の各部門でも削減の自主的努力は継続する必要がある
が、何といっても、ＥＵが２００５年に導入しているような、部門間や企業間のキャップ・アンド・ト
レード方式による国内排出権取引制度の導入は早急に検討されなければならないであろう。排出権
取引制度は事業所毎に排出量を把握し、削減努力を「メリット」にする経済的インセンティブを働
かせる手法であるが、ＣＯ２が人体に直接悪影響を与える有害物質と異なり、全体として減らすこ
とを許容する物質であることからこの手法は馴染み易い。この時、企業は、排出権取引導入を企業
の生産活動への制約要件と見るのではなく、世界に誇れる省エネ・環境技術を持つ日本企業にとっ
ての新たなビジネスチャンスとして捉えることが大切である。
　東アジア地域で求められる日本のリーダーシップ
　省エネを含め地球環境技術で世界をリードしている日本は、東アジア地域において環境問題でイ
ニシアティブを取れる筈である。日本はかつて深刻な公害や２回の石油ショックに直面し、短期的
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図表１１　京都議定書の温暖化ガス削減目標達成に向けた追加対策
（＊）２００７年８月時点での政府試算（日本の削減必要量＝議定書削減義務（基準年（１９９０年）比
６％）＋増加分２．１％＝８．１％）のうち、森林吸収分３．８％と政府排出枠調達分１．６％を足した
５．４％をもってしてもなお２．７％（８．１％－５．４％）＝３４００万トンが不足）に対応（where、
排出量：基準年（１９９０年）１２６１百万トン、２００５年１３５９百万トン（≒１２６１百万トン×（１．００＋
０．０８１）、２０１０年排出量目標＝１１８６百万トン（≒１２６１百万トン×（１．００－０．０６））
（資料：環境省・経済産業省合同審議会２００７年１２月２１日資料等より作成）
削減量（ＣＯ２換算。万トン）追加対策
１８００①産業界の自主行動計画実施による上積み
９５０～１１５０②省エネ対策強化（省エネ法改正等）
１２９③新エネの導入推進（太陽光や風力発電等）
１８２④中小企業による排出削減
６７８～１０５０⑤国民運動（クールビズ、エコドライブ、省エネ家電等）
６０⑥交通対策（道路工事期間短縮、信号消費電力節減等）
２３０⑦廃棄物の効率・上下水道対策
１２０⑧代替フロン削減
４１４９～４７２１①～⑧　計
３５００～３６００（＊）重複分差し引き後
には環境規制や省エネ対策という大きな負担を余儀なくされた。しかし今ではこれらも賢い長期的
投資だったと振り返ることが出来る。環境・エネルギーの厳しい制約に対し、官民が一体となって
強い意思で取り組んだ結果、過去３０年でエネルギー効率が３７％改善し、また、ＧＤＰが２倍となる
中で、石油消費量は８％減少し、ＧＤＰ当たりのＣＯ２排出量が世界で一番少ない（外務省）。さら
に、燃費に優れた自動車や省エネ型の電気機器を開発することにより、高い国際競争力を実現して
いる。日本は省エネの進展と高い経済成長との両立も実現して来ている。
　昨今のエネルギー財の高騰は世界レベルでの資源・エネルギー源の争奪戦の様相を招いているが、
環境とエネルギーの問題は常に国際政治の舞台に登場するホットイシューである。環境問題は今や
地球的規模で対応すべきであるのは言うまでもないが、発展段階に差異がある途上エコノミーを多
く擁し、また特に経済成長著しい中国がその成長継続のために莫大なエネルギーを非効率に消費し
ている現実を考えれば、東アジア地域における環境問題は早急な対応が必要となっている。世界第
２位の排出エコノミーである中国は、これまでのところＣＯ２排出削減について積極的ではない。
日本は、「Cool Earth50」で提案している２０１３年以降のポスト京都議定書の多様性と柔軟性のある温
暖化対策の枠組を設計するための「３つの原則」を、エコノミーにより発展段階の異なる東アジア
において特に強く主張し、リーダーシップを取ってゆくべきであろう。具体的には、「環境先進国」
に相応しい資金援助と省エネの技術移転を進めながら（但し、技術移転には特許や競争力維持の観
点から慎重に進められるべきであることは言を俟たない）、地域の途上エコノミーに地球温暖化防
止の枠組みへの積極的参加を求めることにより、ポスト京都議定書構築の「基礎」作りで先導役を
担うべきである。
地球温暖化防止と日本のリーダーシップ４８
（資料：外務省。一部変更を加えた）
図表１２　日本の東アジア地域における環境問題の取り組みの主なもの
二国間環境協議
日本は韓国、中国、ロシアと
の間でそれぞれ環境保護合
同委員会等の名で両エコノ
ミーの環境政策について話
し合う場を定期的に設けて
いる。日中韓では環境大臣
会合も開催している。
東アジア酸性雨モニタリン
グネットワーク（ＥＡＮＥ
Ｔ）
東アジア各エコノミー共通
の方法による酸性雨モニタ
リングの実施とそのネット
ワーク化を目的として設立。
２００１年に本格稼動。現在、
日本・韓国・中国を含む東ア
ジアの１３エコノミーが参加
している。
北西太平洋地域海行動計画
（ＮＯＷＰＡＰ）
北西太平洋地域（日本海およ
び黄海）の閉鎖性水域の海洋
汚染の管理、海洋および沿
岸域の資源の管理を目的に、
１９９４年に日本・韓国・中国・
ロシアの４エコノミー間協
力のもとに採択された。富
山と釜山に事務所を作り、
同海域における海洋漂着ご
みの問題を中心に対策を進
めている。
　東アジア地域における環境問題に向けた取り組み
　日本が位置するアジア、特に東アジアの環境保全と、循環型社会の構築を含む「持続可能な開発」
の実現は日本にとって重要テーマである（「持続可能な開発（Sustainable Development）」は「将来
の世代の欲求を満たしつつ、現在の世代の欲求も満足させるような開発」のことを言い、環境と開
発を互いに反するものではなく、共存し合えるものとして捉え、環境保全に考慮した節度ある開発
が重要という考え方に基づく。１９９２年にリオ・デ・ジャネイロで開催された国連環境開発会議（Ｕ
ＮＣＥＤ＝「地球サミット」）において、環境分野における国際的な取り組みに関する行動計画とし
て「アジェンダ２１」が採択された。これを受けて国連に「持続可能な開発委員会（ＣＳＤ）」が設立
された。日本もメンバー・エコノミーとして参加し、毎年特定の分野に関して持続可能な開発の実
現に向け議論がなされている（以上、外務省））。東アジア地域における様々な環境問題の解決にお
いて、日本は関係エコノミーと協力して積極的に取り組んでいる。その主な取り組みには、北西太
平洋地域海行動計画（ＮＯＷＰＡＰ）、東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（ＥＡＮＥＴ）、
二国間環境協議がある（図表１２）。エネルギー効率に関する東アジアの取り組みを更に推進し、これ
を世界規模に拡大するのが次の課題である。
　中国の環境問題に対する日本の支援
　上述のように、中国は世界第２位（世界の１８％）の温暖化ガス排出エコノミーであり、２００７年実
績で米国を上回って世界第１位に躍り出ると予想される（ＩＥＡ。前出）。中国はこれまで経済の成
長を優先してきた結果、経済規模は巨大化したが、温暖化ガス排出量の増加に加えて、エネルギー
の非効率消費や酸性雨・黄砂等の環境汚染の問題が深刻化している。公害をきっかけに国内で抗議
活動が活発化する等の社会不安も広がっている。中国政府のシンクタンクである社会科学院の試算
によると、環境や省エネ対策の投資負担が今後企業の収益をかなり圧迫するものと思われる。中国
政府の２００６年～２０１０年の第１１次五カ年規画（従来の「計画」は「規画」に呼称変更している）では
環境対策に１兆４千億元（約２１兆円）の投資を見込んでいるが（期間中のＧＤＰが７．５％を下回ら
ないと仮定すると、この環境投資額はＧＤＰの１．４％に相当）、環境投資は、飲料水の安全性確保、
河川・湖沼の汚染対策、都市の大気汚染対策、土壌汚染対策に重点的に割り当てられるとされてい
る。
　日本は、２００７年１２月１日に北京で開催された「日中ハイレベル経済対話」において、両国間のマ
クロ経済政策や貿易・投資の問題、地域経済協力に加えて、気候変動・環境保護・エネルギー分野
における協力をテーマの１つとして相互の協力を話し合っている。具体的には、中国（国家環境保
護総局）と汚染物質削減及びそれによる温暖化ガスの排出減少のコベネフィット（co-benefit）の共
同研究・モデル事業の実施について合意し覚書を交わした。同コベネフィット事業は、「エネルギー
消費が大きく、汚染が著しい鉄鋼などの業種を主要産業とする中国の一部の都市を対象に、技術、
経済、政策及び環境効果等の面から、現地の汚染物質削減実施方案を評価及び十全なものとし、そ
れを踏まえ、汚染物質削減方案のモデル事業を実施する」（環境省）もので、実施期間を暫定的に３
年間と定めている。鴨下環境相は、中国側代表の周生賢国家環境保護総局長との会談の後、「中国の
大気汚染と水質汚染を解決するための技術と、地球温暖化防止を実現する覚書に署名したことは大
変意義深い」と語った（日経新聞。２００７年１２月２日）。エネルギーの効率利用と環境汚染の防止は中
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地球温暖化防止と日本のリーダーシップ５０
（資料：外務省「第一回日中ハイレベル経済対話－プレス・コミュニケ－」抜粋（平成１９年１２月２日））
図表１３　「日中ハイレベル経済対話」の気候変動・環境保護・エネルギー分野における協力の合意事項
＜気候変動＞
１．双方は、地球温暖化防止のために、気候変動枠組条約の下で、全ての主要エコノミーがより
責任ある形で参加する、実効的な２０１３年以降の枠組み構築に積極的に関与することで一致。
その関連で、日本側は、バリでのＣＯＰ会合で、新たな交渉の場を立ち上げることの重要性
につき説明し、中国側は日本側の考えを検討する旨表明。
２．双方は、クリーン開発と気候に関するアジア太平洋パートナーシップ（ＡＰＰ）で取り組ん
でいる官民協力のセクター別アプローチの有効性を確認。また、温暖化対策を実効的に進め
る上では、将来枠組みにおいても、セクター別アプローチの要素を組み込むことが重要との
認識で一致。
３．双方は、公害対策と温暖化対策の双方に資するコベネフィット・アプローチに係る取組を促
進することで一致。
＜環境保護＞
４．双方は、以下の事項で、これまでの取組を評価し、更なる協力を進めることで一致。
　・循環経済実験区モデルの建設・拡大
　・長江流域等の重要水域の水質改善
　・大気汚染対策
　・廃棄物の違法越境移動防止
５．双方は、両国の高等教育機関における持続可能な開発のための教育・環境教育を推進してい
くことで一致。
６．中国側は、日中友好環境保全センターを一層積極的に活用していく意向を表明し、日本側
は、これに対しできる限り協力していく旨表明。
７．双方は、森林・林業に関する政府間協力及び日中民間緑化協力委員会の着実な活動を評価す
るとともに、持続可能な森林経営の実施に取り組むことで一致。
８．双方は、バイオマスの活用の発展に向け、情報交換や技術交流に取り組むことで一致。
＜エネルギー＞
９．双方は、「エネルギー分野における協力強化に関する日本国経済産業省と中華人民共和国国
家発展改革委員会との間の共同声明」を踏まえての、共同声明に示された省エネルギー分野
を始めとする具体的な協力事項が進展していることを確認するとともに、引き続き協力を促
進していくことで一致。
１０．中国側は省エネを推進していく旨表明した。日本側は、法律の適切な執行を支援するた
め、引き続き受入研修を実施していく旨表明。
１１．日本側は、多国間の枠組みの下で合意された省エネ目標、行動計画策定等に資するような
受入研修の実施を提案し、中国側は積極的な参加を表明した。双方は、このような取組が、
環境・気候変動問題の解決にも資することで一致。
１２．双方は、「日中省エネルギ ・ー環境ビジネス推進モデルプロジェクト」の成果を上げるため
の取組を促進していくことで一致。
１３．双方は、石炭のクリーンな利用技術、生産・保安技術に関する協力を引き続き促進してい
くことで一致した。同時に、日本側は、両国間の安定的な石炭貿易の重要性について強調。
国の持続可能な経済成長のカギを握ると考えられるが、「日中ハイレベル経済対話」やコベネフィッ
ト事業に関する覚書を見る限り、環境と省エネが日本の今後の対中国経済協力の太い柱の１つにな
ると言えるであろう。日本が環境に関する技術協力を通じて中国の経済改革を促進する、即ち、日
本の省エネ技術の提供が両国の関係を強め両国が共に利益を共有するとう構図である。技術協力の
見返りに日本は中国からＣＯ２排出権を得ることを期待できるという思惑もあり、中国側も環境汚
染の広がりから国民の不満が高まり、社会不安の温床となることを防げるというメリットもある。
　日本は東アジア各エコノミーの本腰を入れた温暖化ガス排出量の削減と環境対策への取り組みの
支援においてリーダーシップが求められるが、世界経済第４位になった中国に対しても日本のイニ
シアティブが要請されているのである。
７．おわりに
　２００７年ノーベル平和賞を米国のアル・ゴア前副大統領と国連のＩＰＣＣに授与することを決定し
たノーベル賞委員会は、その発表に当たり、「世界の各エコノミーにおいて地球気候関連の問題が政
治的議題に上っている。（中略）気候変動は既に人類の制御を超えるところまで向かいつつある」
（“…In country after country, climate-related issues are moving up the political agenda… Climate 
changes are already moving beyond human control …”（Presentation Speech by Professor Ole 
Danbolt Mjos, Chairman of the Norwegian Nobel Committee, Oslo, 10 December 2007, The Nobel 
Foundation 2007））として、今こそ行動が必要であるとの強いメッセージを世界に向けて発信した。
　地球環境問題は、資源、エネルギー、人口等の問題と表裏一体をなし、その対応が国内の経済成
長への制約として捉えられることが多いため、エコノミーの多くはこの問題を国際政治のforefront
と位置付けて主導権争いや駆け引きを行なっている。地球温暖化と温暖化ガス削減は世界全体で取
り組むべき問題であると同時に、米国や中国を擁するアジア太平洋においても重要な課題でもあ
る。上述のように、２００７年９月のシドニーでのＡＰＥＣ首脳会議の合意は、定義や実効性において
いくつかの留意点、疑問点はあるが、同床異夢の地球温暖化の問題への処方において域内２１のエコ
ノミーの首脳が問題意識を共有し、エネルギー効率と森林面積について数値目標を掲げて共同行動
を取ることに合意した意味は大きい。この合意を基に参加各エコノミーが国内において、実効性の
ある措置を早急に練ることが求められている。また、ポスト京都議定書の実質的な交渉のスタート
台となった２００７年１２月のバリＣＯＰ１３では、京都議定書に参加をしていない主要排出エコノミーで
ある米国や中国、インドを含むすべてのエコノミーが参加して、２０１３年の発効を目指して２００９年中
に新しい地球温暖化防止の枠組みを採択することを内容とするバリ・ロードマップを国連の機関で
合意した意義は大きいが、具体的な中身は２００９年のＣＯＰデンマーク会議までの２年間の交渉に委
ねられた格好になっており、２００８年から本格的な各論の議論がスタートする。そして、次の議論の
大きな舞台が７月の北海道洞爺湖でのＧ８サミットである。日本は船頭役の議長として、主導権を
熾烈に争う主要エコノミーの利害を調整しながら、日本の国益にかなう方向で纏めることが求めら
れており、サミットまでの短い時間でその戦略を練り上げなければならない。
　冒頭でも述べたように、経済力に見合ったプレゼンスと指導力を国際社会の中で発揮して行くべ
き優先分野として地球環境問題は日本としてプライオリティが高く、この分野で地に足を付けた戦
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略を強化してリーダーシップと取って行くべきであろう。地球温暖化防止という世界が注目する命
題を前に、エコノミーや企業間の技術開発競争は激しさを増しているが、エネルギー効率と温暖化
ガス排出において世界トップレベルの実績を有する日本は、京都議定書の削減義務達成への決意を
改めて内外に表明し、低炭素社会への着実な移行を国内で加速化させることにより、温暖化ガス排
出量抑制で世界を先導できる筈である。そしてそれは同時に日本企業にも多くのビジネスチャンス
をもたらす。「美しい星５０」「２０５０年半減」を２００７年前半に早々と打ち上げた「環境立国」日本は、
地球環境問題を外交の最重要分野と位置付けて、ＡＰＥＣやその他の気候変動を話し合う様々な
フォーラムに戦略をもって臨み、一方で日本の経験から、省エネ技術や環境保全への取組みが経済
発展と両立できることを示し、他方で、宇宙船地球号に乗る「全てのエコノミーが責任を共有し、
公平に分かち合う」国際ルールを策定するため、地球環境、就中地球温暖化と温暖化ガス削減とい
うグローバルで、今や後戻りも先送りも許されないこの地球レベルの課題をリードして行くべきで
ある。
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